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12年に 4%へと上昇した。利子率が 1%上昇すれば， 建築費260ポ γ ドの住宅
の場合，家賃は週 1シリ Yグ上がるのである。なぜ金利が上昇したかについて
は，単純に資金不足に帰すことはできない。投資形態の変換が存在したのであ
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うが影響したυ れんが建築の場合 ~Ä トの内訳が労賃39%，資材61%であり，
さらに平均上昇率は質賃10%に対L資材20%であったu また，建築資材製造業
者聞の談合も存在した'"。例えば，磁器のバスは大戦前 47s. 6 d であった
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ーガンが現われた。それは何よりも「英雄のための住宅J(Homes for heroes) 
というI践をとった。つまり，戦場から帰還した兵士とその家族に対して，健康
を維持しうる住宅を保障する乙とは，国家の責務であるという主張である。ロ
γ グ (Walte!'Long)地方政府庁長官は， 1916年 6月に連立政府の再建委員会
へ送ったメモの中で，この主張を背景に，国家補助金付き地方公営住宅を最初
に政府部内で提案した叩。この事実を念頭に置きつつ， 1919年住宅都市計画法
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大戦間期のイギリス公共事業において公共住宅坦建設が重要になった点については， 宮本意ー
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110 (214) 第138巻第3.4号
数はわず古か3に1叩0万戸というのであつたa汎叫"








ヲ Yスの「損失J(1oss)について，地方当局が課税標準1ポy ドー あたり 1ペニ














住宅建築ができる。 (9)公益事業組合 (public山 litysocieties) を長助するた
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り少なし、'"。しかし住宅自体の質はかなり向上した。例えば， 85%の住宅が三














費の上昇も影響を与えた。例えば， レγ ガの価格は西イングラ γ ドで千個あた
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1月までに 3倍近くに値上りした。か〈てヲ資材価格は熟練労働者の賃金より
も上昇が急であった。戦前では一つの建物について資材費と人件費はほぼ等L
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のは，ある意味で当然であった。 19年法の補助金は初年度に 2万 1千ポンドで
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